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1． 本年度の研究成果 

検診の効果の最大化を目指し、さらなる精度向上のため、体制指標の更新および新規作成と

プロセス指標基準値の改訂について検討した。 

1-1. がん検診の精度管理指標の開発 

1）健康増進事業全体（集団検診+個別検診）の体制指標（チェックリスト、以下 CL）の作成 

①集団検診用 CL 

平成 20 年の運用開始以降の問題点を検討し、改定案を作成した。特に、精度管理体制に直

接影響する厚労省がん検診指針の改正、学会規約等の変更は全て反映した。 

②個別検診用 CL 

対策型検診のうち、近年急増中の個別検診用の CL案について、集団検診用 CLを基に、先

行研究で特定した個別検診の必須要件をふまえて新規に作成した。さらに、これら CL案（市

町村用 CL 約 50 項目、検診機関用約 CL40 項目、各々5 がん分）の妥当性を検討するため、6

地域（4 県 2 市内の 102 市区町村、最大約 700 医療機関）でパイロット調査を実施した（回

収率はがん種により異なり、35.2-69.8％）。その結果、回答者にとって CLのほぼ全項目の質

問意図が明確であり、また運用面（医師会と連携して回答できるか）でも問題が無いことが

確認された。現在（11 月末時点）これら CL 案の最終化を行っており、年度内には厚生労働

省の検討会に提出予定である。 

2）プロセス指標の基準値の改訂 

運用開始から 7年が経過したプロセス指標の基準値（目標値・許容値）の改訂とその手法を

検討した。その結果、概ねどのがん種でも殆どのプロセス指標の水準が改善傾向にあり、基準

値を上方修正すべきと判明し、新基準値の候補値を各がんについて算出した。また改訂の手法

として当面は都道府県毎のベンチマーキングでの設定が妥当であるとの結論に至った。以上の

方針に基づいて、来年 3月に公表される最新の地域保健・健康増進事業報告値をもとに新しい

許容値を決定する。 

1-2. 全国の精度管理状況の把握 

国立がん研究センターが行う以下の調査について、調査票の作成、結果の分析・評価を担当した。 

1）市区町村の精度管理状況 

全国市区町村を対象に、平成 27 年度の検診実施体制（集団/個別検診）を把握するための調

査を開始した（平成 27年 12月末終了予定）。調査票は上述の CL改定案を基に作成し（○/×の

2択式）、各項目の回答基準を明確にした。 

2）都道府県（生活習慣病検診等管理指導協議会）の精度管理状況 

全都道府県を対象に平成 26年度の生活習慣病検診等管理指導協議会（以下、協議会）の活動

状況を調査した。その結果、平成 26 年度では、回答のあった 45 県中 37-39 県ががん部会を開

催しており、また、28-30県が部会の検討結果をホームページで住民に公表していた。これらは

調査開始時（平成 23 年）よりも改善していた（17-22ポイント）。ただし、公表内容の充実度は

県によって差があり、平成 26 年度では、市町村用 CL やプロセス指標値の評価は 20-27 県が公

表していたが、検診機関 CL の評価や基準に満たない組織への指導内容を公表している県は 5-10

県しかなかった。平成 23年と比較すると、前者は 17-28ポイントも改善していたが、後者は 1-7



ポイントしか改善していなかった。 

以上の改善と後述の全国研修会の効果との関連は分析中である。 

1-3. 都道府県主導による精度管理向上体制の構築 

1）協議会による精度管理手法の開発 

前身の研究班が作成した精度管理ツール※を更新した。今年度は、市町村用 CL の回答精度

を上げるため、適切な調査時期、各項目の対象年度、効率の良い回答回収ルートについて検討

し、大幅な変更を行った。 

※精度管理ツール：都道府県（協議会）向けに作成したツールで、所轄管内（市町村、検診機

関）の精度管理を調査する際に使用する。具体的には、市区町村と検診機関への依頼文書、調

査票、評価シート、評価結果公表文書等の雛形一式。 

2）都道府県行政担当者、がん検診指導者（協議会関係者）への情報提供、支援 

国立がん研究センターによる情報提供について、以下の支援を行った。 

・全国がん検診従事者研修会（平成 27年 5月 25日開催）のコンテンツ作成 

・全国がん検診指導者講習会（平成 28年 3月 19日開催予定）のコンテンツ作成 

・プロセス指標値のデータベース（2008-2011 年、都道府県別、男女別、5歳階級別）の作成 

1-4. 職域検診での精度管理体制の基盤構築に向けた検討 

これまで全く把握できなかった職域における検診の把握のために、がん検診指針とほぼ同様の検

診のみが行われている全国健康保険協会の検診を対象に、正確な職域検診受診者数の把握のための

体制や、精度管理の基盤構築にむけた検討を開始した。同協会福岡支部にヒアリングした結果、検

診データとレセプトデータ（いずれも協会けんぽ本部に申請して入手）の突合により、殆どのプロ

セス指標値が翌年までに算出/推定可能であることが分かった。今後実際にデータを入手してプロセ

ス指標値の精度を検証していく。 

 

2．前年度までの研究成果 平成 27年度採択 

  

3. 研究成果の意義及び今後の発展性 

海外諸国の組織型検診では Quality Assurance による精度管理体制(QA)で定義される組織型検診

により、既にがん死亡率減少を実現している。一方、わが国のがん検診（健康増進事業による対策

型検診）では最近まで QAを欠いており、精度管理の実態把握すら不可能だった。また同じく対策型

として行われるべき職域検診には QAの枠組みがない。本研究の意義は対策型検診の QAの基盤構築

であり、研究成果ががん対策に直結しうる。 

3-1. がん検診の精度管理指標の開発 

集団検診用 CLは、健康増進事業に基づくがん検診の体制として国が唯一示した指標である。平成

20年の公表以降、検診に関連する状況が変化し（個別検診の増加、がん検診指針や学会取扱い規約

の改正等）、精度水準が改善する中で改定を考慮すべき時期に来ている。 

個別検診は集団検診より極めて水準が低いが（例えば精検受診率は集団検診より 10～20％低い）、

これまで個別検診用 CLが無く、精度管理が行われてこなかった。近年、個別検診の受診者数が著明

な増加傾向にあり、早急に個別検診用 CLにより体制を整備する必要がある。今回作成中の CL案で

は、個別検診を実施する医師会の役割や責任を明確にした点が画期的であり、この CLの普及により、

初めて自治体と医師会による組織的な精度管理体制の構築が期待できる。 

 プロセス指標の基準値（特に許容値）の目的は、当面は自治体の精度管理水準のボトムアップで

あり、運用以降の成果に加え、今回の修正で更に向上が期待される。最終的に諸外国の組織型検診



並の厳しい管理水準を設定することで死亡率減少効果の最大化が期待できる。 

先行研究では CL 実施率とプロセス指標値に有意な相関が示されており、今後両指標を組み合わせ

た評価法を開発することで、より実効性の高い精度管理が期待できる。 

3-2. 全国の精度管理状況の把握 

 全国市区町村の CL 実施率はがん対策推進基本計画個別目標「全ての市町村で精度管理を行うこと」

の達成度を測る参考指標としてがん対策の評価に活用されている。今年度からは CLで個別検診の体

制も把握しており、全国の個別検診の体制に関する初めての調査となる。 

がん部会の開催、その検討結果の公表は都道府県の役割と位置づけられているが、それを実施す

る県は年々増加しており、この要因は、後述する「がん検診指導者講習会」、或いは調査自体によっ

て、がん部会の活動の重要性が啓発された効果と考えられる。また検診機関 CLの評価や基準に満た

ない組織への指導は、これまで精度管理を行ってこなかった県にとっては負荷が大きく、研究班で

更なる支援策を検討する。さらに、このようながん部会の活動が、県内の精度管理水準向上に寄与

したかどうかを検証していく。 

3-3. 都道府県主導による精度管理向上体制の構築 

がん対策推進基本計画の「取り組むべき施策」では、都道府県主導による精度管理、特に協議会

の活用が掲げられているが、その具体的な手法がなく、協議会は一部の県を除いて殆ど機能してい

なかった。そこで前身研究班では精度管理ツールを作成し、全国講習会を通じて周知することで協

議会の活性化を図ってきた。また、プロセス指標の算出は、膨大かつ煩雑な作業が必要で（地域保

健・健康増進事業報告の複数の表を合算するなど）、同事業報告の欠損値の取り扱いが標準化されて

いないなどの問題点があった。そこで、協議会がより簡便かつ正確にプロセス指標を把握できるよ

う、標準化したデータセットを作成・公表した。今後も国の重要な方針変更（がん検診指針改正、

CL改正等）が控えており、都道府県（協議会）に向けた普及啓発はますます重要となる。 

3-4. 職域検診での精度管理体制の基盤構築に向けた検討 

職域の検診はがん対策推進基本計画の対象であるにも拘らず、データの集計もなく、実施数/受診

率さえ不明である。現状では市町村国保加入者に対する住民検診しか把握し得ないが、それと同規

模の加入者がある全国健康保険協会(被保険者本人約 2000 万人、被扶養者 1500 万人)では基本計画

に沿ったがん検診項目が職域で実施されている。そこでの受診状況を把握し、健康増進事業と共に

集計することで、がん対策推進基本計画に基づいたがん検診全体の受診率把握に向けて大きな改善

が期待できる。さらに、プロセス指標値を推計することで職域検診についても精度管理が初めて可

能となる。 

 

4. 倫理面への配慮 

本研究は疫学研究に関する倫理指針等の関連指針を遵守して行い、かつ、必要に応じて参加の研究

施設における倫理審査委員会の承認を得ることを前提とする。官庁統計等は所定の申請・許可を得

て用いる。 
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